
1．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価法

A.

B. その他の有価証券
 市場価格のあるもの・・・・・時価法を採用している。
 市場価格のないもの・・・・・移動平均法による原価法を採用している。

(2) 固定資産の減価償却の方法
建物 ・・・・定額法
什器備品 ・・・・定率法
ソフトウエア ・・・・定額法

(3) 消費税等の会計処理

税込み方式によっている。

2．基本財産および特定資産の増減額およびその残高

     基本財産および特定資産の増減額およびその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 円

普通預金 3,422,318 3,347,767 6,770,085

定期預金 4,000,000 0 0 4,000,000

債券 397,147,200 100,018,900 70,680,000 426,486,100

株式 586,526,904 479,192,916 1,065,719,820

991,096,422 582,559,583 70,680,000 1,502,976,005

特定資産

報公賞基金 120,423,822 60,133,023 32,200,850 148,355,995

普通預金 2,946,853 4,596,122 7,542,975

定期預金 1,000,000 1,000,000

預け金 0 0 0 0

債券 70,743,100 29,932,000 31,597,100 69,078,000

株式 45,733,869 25,604,901 603,750 70,735,020

工学研究奨励基金 240,844,951 120,263,846 64,401,700 296,707,097

普通預金 5,893,707 9,192,245 15,085,952

定期預金 2,000,000 2,000,000

預け金 0 0 0 0

債券 141,486,200 59,864,000 63,194,200 138,156,000

株式 91,465,044 51,207,601 1,207,500 141,465,145

管理運営基金 120,423,822 60,133,023 32,200,850 148,355,995

普通預金 2,946,853 4,596,122 7,542,975

定期預金 1,000,000 1,000,000

預け金 0 0 0 0

債券 70,743,100 29,932,000 31,597,100 69,078,000

株式 45,733,869 25,604,901 603,750 70,735,020

481,692,595 240,529,892 128,803,400 593,419,087

1,472,789,017 823,089,475 199,483,400 2,096,395,092

財務諸表に対する注記

満期保有目的債券・・・・・・償却原価法を採用している。ただし、取得価額と債券金額との差額に
　　　　　　　　　　 　　　 　　ついて重要性が乏しいものについては償却原価法を適用していない。

科　目

基本財産計

特定資産計

合   計
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3．基本財産および特定資産の財源等の内訳

　　基本財産および特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち　　  　　　　　.

負債に対応する額）

基本財産 円 円 円 円

普通預金 6,770,085 ( 6,770,085) ( 0) 0

定期預金 4,000,000 ( 4,000,000) ( 0) 0

債券 426,486,100 ( 426,486,100) ( 0) 0

株式 1,065,719,820 ( 1,065,719,820) ( 0) 0

1,502,976,005 ( 1,502,976,005) ( 0) 0

特定資産

報公賞基金 148,355,995 ( 148,355,995) ( 0) 0

工学研究奨励基金 296,707,097 ( 296,707,097) ( 0) 0

管理運営基金 148,355,995 ( 148,355,995) ( 0) 0

593,419,087 ( 593,419,087) ( 0) 0

2,096,395,092 ( 2,096,395,092) ( 0) 0

4．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

帳簿価額 時価 評価損益

基本財産 円 円 円

50,000,000 42,645,000 △ 7,355,000

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰﾉｰﾄ   L2423 83,681,700 80,207,236 △ 3,474,464
ﾐﾂｲｽﾐﾄﾓﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 78,950,000 72,744,530 △ 6,205,470

利付国債 第136回 30,090,000 31,560,000 1,470,000

利付国債 第138回 14,994,000 15,673,500 679,500

利付国債 第154回 35,399,350 35,080,500 △ 318,850

利付国債 第155回 14,950,050 14,694,000 △ 256,050

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰﾉｰﾄ   L2492 63,156,000 60,204,089 △ 2,951,911

三菱UFJフィナンシャルグループ 55,265,000 53,153,877 △ 2,111,123

426,486,100 405,962,732 △ 20,523,368

特定資産

報公賞基金

ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽ No.43717 25,000,000 25,217,500 217,500

ﾉﾑﾗｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ No.2001345 12,500,000 11,671,250 △ 828,750

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰﾉｰﾄ   L3339 15,789,000 15,464,155 △ 324,846

三井住友フィナンシャルグループ 15,789,000 15,778,264 △ 10,737

工学研究奨励基金

ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽ No.43717 50,000,000 50,435,000 435,000

ﾉﾑﾗｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ No.2001345 25,000,000 23,342,500 △ 1,657,500

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰﾉｰﾄ   L3339 31,578,000 30,927,809 △ 650,191

三井住友フィナンシャルグループ 31,578,000 31,556,527 △ 21,473

管理運営基金

ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽ No.43717 25,000,000 25,217,500 217,500

ﾉﾑﾗｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ No.2001345 12,500,000 11,671,250 △ 828,750

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰﾉｰﾄ   L3339 15,789,000 15,463,905 △ 325,096

三井住友フィナンシャルグループ 15,789,000 15,778,264 △ 10,737

276,312,000 272,523,922 △ 3,788,078

702,798,100 678,486,654 △ 24,311,446

基本財産計

特定資産計

合　　計

グローバルファイナンスNo.80401  

科　目

基本財産計

特定資産計

合     計

科　目
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5．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　　 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

その他固定資産 円 円 円

建物 5,985,100 1,655,789 4,329,311
什器備品 735,900 578,126 157,774

　　　　 ソフトウエア 484,000 266,200 217,800

7,205,000 2,500,115 4,704,885

6．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

金　額

目的使用による指定解除 3,000,000

3,000,000

7．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

(3) 金融商品のリスクに係る管理体制

①

金融商品の取引は、当法人の「基本財産及び基金取扱規程」に基づき行う。

② 信用リスクの管理

③ 市場リスクの管理

株式については時価を定期的に把握し、理事会に報告する。

債券（仕組債を含む）については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、理事会
に報告する。

科　目

合　　計

内　　容

　経常収益への振替額

合　　計

当法人は、法人運営の財源の大部分を運用益によって賄うため、債券、株式、デリバティブ取引
を組み込んだ複合金融商品により資産運用する。
当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ債券（仕組債）のみであり、
一定の金額を限度としている。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

株式、債券（仕組債を含む）は、発行体の信用リスク、市場リスク（金利の変動リスク、為替の変動
リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされている。

資産運用規程に基づく取引
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